短時間労働者（ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ労働者）就業規則作成マニュアル

第１０章  表 彰 及 び 懲 戒

（表　彰）
第31条

会社は、短時間労働者（ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ労働者）が次のいずれかに該当する場合は、表彰する。

①業務上有益な創意工夫、改善を行い、会社の運営に貢献したとき

②永年にわたって誠実に勤務し、その成績が優秀で他の模範となるとき

③事故、災害等を未然に防ぎ、または非常事態に際し適切に対応し、被害を最小限にとどめるなど特に功労があったとき

④社会的功績があり、会社および従業員の名誉となったとき

⑤前各号に準ずる善行または功労のあったとき

（懲  戒）

第32条

会社は、短時間労働者（ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ労働者）が次項のいずれかに該当する場合は、その事由に応じ、次の区分により懲戒を行う。

①けん貢　　始末書を提出させて将来を戒める。

②減　給　　始末書を提出させて減給する。ただし、減給は１回の額が平均賃金の１日分の５割を超えることはなく、また、総額が１賃金支払い期間における賃金の１割を超えることはない。

③出勤停止　始末書を提出させるほか、７日間を限度として出勤を停止し、その間の賃金は支給しない。

④懲戒解雇　即時に解雇する。

（懲戒の事由）

第33条

１．短時間労働者（ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ労働者）が次のいずれかに該当するときは、情状に応じ、けん責、減給または出勤停止とする。

①正当な理由なく無断欠勤３日以上におよぶとき

②正当な理由なくしばしば欠勤、遅刻、早退するなど勤務を怠ったとき

③過失により会社に損害を与えたとき

④素行不良で会社内の秩序または風紀を乱したとき

⑤第３０条に違反したとき

⑥その他この規則に違反し、または前各号に準ずる不都合な行為があったとき

２．短時間労働者（ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ労働者）が、次のいずれかに該当するときは、懲戒解雇する。ただし、情状により減給または出勤停止とすることがある。

①正当な理由なく無断欠勤７日以上におよび、出勤の督促に応じないとき

②しばしば遅刻、早退および欠勤を繰り返し、再三にわたって注意を受けても改めないとき

③会社内における窃盗、横領、傷害等刑法犯に該当する行為があったとき、またはこれらの行為が会社外で行われた場合であっても、それが著しく会社の名誉もしくは信用を傷つけたとき

④故意または重大な過失により会社に重大な損害を与えたとき

⑤素行不良で著しく会社内の秩序または風紀を乱したとき

⑥重大な経歴詐稀をしたとき

⑦第３章第７条に違反する重大な行為があったとき

⑧その他前各号に準ずる重大な行為があったとき

（懲戒解雇） 

第34条
  短時間労働者（ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ労働者）が次の各号の一に該当するときは懲戒解雇にすることがある。 

    1.正当な理由なく引き続き無届欠勤が１４日以上に及び出勤を督促しても応じないとき。 

    2.主要な経歴を偽り、その他不正な手段により入社し重大な秩序違反の結果を生ぜしめ

      たとき。 

    3.会社の重要な機密を正当な理由なく故意に漏洩し会社に不利益を与え又は他に利益

      を供したとき。 

    4.故意に災害を引き起こし又は重大な過失により会社の設備等に重大な損害を与えた

      とき。 

    5.故意に業務の能率を阻害し又は業務の遂行を妨げ会社に損害を与えたとき。 

    6.その他前各号に準ずる重大な行為のあったとき。

◆解 説◆

  表彰については、法律上問題になることはありません。
  会社にその制度があれば、その手続きや取扱を明らかにしておけばよいでしょう。
  これに対して懲戒は、労使間のトラブルの多くの契機となっています。一般には、労働者に対する制裁には就業規則で懲戒理由とそれに対応する懲戒の種類と程度を明らかにしておかなければならないとされています。懲戒は会社が任意にできるという性質のものではないからです。
  したがって懲戒のある会社では、このことを就業規則で具体的に明らかにしておくことが必要です。
  ただし、その懲戒の種類及び程度は法令、公序良俗に反することはできません。また、あまりささいな事柄や常識で判断できるものまで就業規則に定めることは適当ではありません。
  全体の感じからいって取締規定の感が過度に強くならないように努めたほうがよいでしょう。 

   一般に懲戒の種類としては、戒告、けんせき、出勤停止、減給、昇給停止、降職、諭旨解雇、懲戒解雇などを定めている会社が多いようです。 

  なお、労働基準法第９１条では、以下のような制限を設けています。
  減給について、１回の額が平均賃金の１日分の半額をこえたり、減給の総額で一賃金支払い期における総額の１０分の１をこえることを禁じています。
  遅刻、早退について、その時間分をこえて賃金を減給するとそれは懲戒になります。なお出勤停止については、労働基準法に定めはありませんが、その間の賃金は保障されないことが普通です。
  したがって、出勤停止は無制限に許されるものではありません。
  やむをえないとされる場合でも最長７日をこえないようにすることが望まれます。
  懲戒処分の中でも「懲戒解雇」は一番重いものです。刑事罰で言えば「極刑」に相当します。

  それは、まず「予告なし」に即時に解雇が行われること。そして、退職金が全額不支給とされること。さらに、退職の事由に重大なレッテルを貼られるため、再就職の困難が伴う事も十二分に考えられるものだからです。

  したがって、労働者もある意味では必死になって、懲戒解雇を回避しようとする事が十分に考えられます。「争う」ということです。

  私の知る限りでは、懲戒解雇は実務的には大変難しいと思います。それは、争いになった場合、懲戒解雇の事由については、使用者側にとって極めて不利に働く事が多いからです。勝てる確立が大変低いと言えます。

  また、退職金の全額不支給についても、退職金規程等で懲戒解雇された場合は支払わない旨を定めていても、実際にはよほど重大な非違行為のない限り認められないケースが多いのです。

  懲戒解雇は有効でも、退職金の全額没収は無効となる場合があるのです。

  したがって、懲戒解雇より少しゆるい「諭旨解雇」や「諭旨退職」と言う形で落ち着くことが多いようです。諭して反省を促し解雇するか、諭して退職させるかですね。むろんこの場合、退職金は一部支払われる事になります。
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